
柏崎市上下水道局建設工事入札参加資格審査要領 

 

平成１９年４月１日 伺定 

最終改正 令和２年１１月１日 伺定 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、新潟県柏崎市上下水道局建設工事入札参加資格審査規

程（平成１９年公営企業管理規程第２５号）に基づき、柏崎市上下水道局

が発注する建設工事に係る競争入札及び随意契約の協議に参加する建設業

者及び共同企業体の資格審査及び業者選定について、必要な事項を定める

ものとする。 

（名簿登載要件） 

第２条 対象工事を水道本支管布設工事とし、入札参加資格者名簿に登載す

る者は、原則として、次に掲げる要件に該当する者とする。 

 ⑴ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）による土木工事業及び管工事

業の許可を受けていること。 

 ⑵ 次に掲げるいずれかの資格者が在籍していること。 

  ア 水道法（昭和３２年法律第１７７号）に規定する給水装置工事主任

技術者免状の交付を受けている者 

  イ 日本水道協会配水管技能者登録制度の耐震登録を受けている者  

ウ 日本水道協会新潟県支部が認めた主任配管工 

エ 公益財団法人給水工事技術振興財団（以下「給工財団」という。）に

ある給水装置工事配管技能者認定協議会から認定証を交付された者 

オ 給工財団が実施した給水装置工事配管技能者講習会の課程を修了し

た者 

カ 給工財団が実施する給水装置工事配管技能検定に合格した者 

 ⑶ 経営事項審査の申請をする日の属する事業年度の開始の日直前２年の

事業年度において、規程別紙様式２に記載すべき工事の実績がある者 

（客観的事項の審査） 

第３条 次の各号に掲げる客観的事項の審査については、当該各号に定める

とおりとする。 

⑴ 年間平均完成工事高 前条第１項第３号に規定する直前２事業年度の

年間平均完成工事高に応じて評点を与える。 

 ⑵ 技術力の評点 土木一式工事及び管工事について市の要領の例により



算出した評点のそれぞれの２分の１を合算した数値とする。 

 （評点の付与） 

第４条 資格者の数に応じて、次のとおり評点を与える。 

工事種別 資    格 点   数 

水道法に規定する給水装置工事主任技術者免状の交

付を受けている者 
５点 

日本水道協会配水管技能者登録制度の耐震登録を受

けている者 
３点 

（主観的事項の審査） 

第５条 主観的事項の審査については、市の要領第２条第１項第２号又は第

２項第２号の例による。 

 （総合評点） 

第６条 資格審査の結果は、前条に規定する主観的事項の審査により得られ

た評点に次の算式により得られた評点を加算し、総合評点を算出する。 

０.２５×Ｘ１＋０.１５×Ｘ２＋ ０.２０×Ｙ＋（０.１２５Ｚ１＋０.１２５

Ｚ２）＋ ０.１５×Ｗ＋Ａ 

Ｘ１ ： 年間平均完成工事高の評点 

Ｘ２ ： 自己資本の額及び平均利益額の評点 

Ｙ ： 経営状況の評点 

Ｚ１ ： 土木一式工事の技術力の評点 

Ｚ２ ： 管工事の技術力の評点 

Ｗ ： その他の審査事項の評点 

Ａ ： 資格者の評点 

（格付け） 

第７条 格付けは、総合評点及び資格者数によって行う。この場合において、

総合評点の基準は満たすが資格者数の基準を満たさないときは、資格者数

の基準を満たすまで降級する。 

 ⑴ 総合評点 

等級 
総  合  評  点 

水道本支管布設工事 

Ａ ８００以上 

Ｂ ７００～７９９ 

Ｃ ６９９以下 



 

⑵ 資格者数 

  ア Ａ等級 有資格者数が４人以上で、うち給水装置工事主任技術者免

状の交付を受けている者が３人以上であること。 

  イ Ｂ等級 有資格者数が３人以上で、うち給水装置工事主任技術者免

状の交付を受けている者が２人以上であること。 

  ウ Ｃ等級 有資格者数が１人以上であること。 

 

附 則 

 この要領は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度以降の入札参

加資格審査に係るものについて適用する。 

附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要領は、平成２２年１２月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度以降の入札参

加資格審査に係るものについて適用する。 

 附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成２８年１１月１日から施行し、平成２９年度以降の入札

参加資格審査に係るものについて適用する。 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和２年１１月１日から施行し、令和３年度以後の入札参加

資格審査に係るものについて適用する。 


